
 6 

REFERENCES 
1) Liu, J. : Integration across a metacoupled world, Ecol. Soc., 

Vol. 22, No. 4, 2017. 
2) Costanza, R. & Daly, H. E. : Natural Capital and Sustainable 

Development, Conserv. Biol., Vol. 6, No. 1, pp. 37–46, 1992. 
3) Marks, G. : Structural Policy and Multilevel Governance in the 

European Community, in A. Cafruny and G. Rosenthal, (eds.), 
The State of the European Community, Lynne Rienner: 
Boulder, USA, pp. 391–409, 1993. 

4) Ostrom, E. : Governing the Commons: The Evolution of 
Institutions for Collective Action, 1st Ed., Cambridge Uni-
versity Press, Cambridge, UK, 1990. 

5) Oyama, K. : IPBES: The Multilevel Governance for Con-
serving Biodiversity: The Review of Some Previous Studies, J. 
Rural Plan. (in Japanese), Vol. 36, No. 1, pp. 38–41, 2017. 

6) Ueta, K. : Multi-level Environmental Governance for Sus-
tainable Development, Annu. reports Tohoku Sociol. Soc. 
(in Japanese), Vol. 37, pp. 31–41, 2005. 

7) Moravcsik, A. and Nicolaïdis, K. : Explaining the treaty of 
Amsterdam: Interests, influence, institutions, J. Common 
Mark. Stud., Vol. 37, No. 1, pp. 59–85, 1999. 

8) Ostrom, E. : A General Framework for Analyzing Sustaina-
bility of Social-Ecological Systems, Science, Vol. 325, No. 
5939, pp. 419–422, 2009. 

9) Ostrom, E. : Polycentric systems for coping with collective 
action and global environmental change, Glob. Environ. 
Chang., Vol. 20, No. 4, pp. 550–557, 2010. 

10) Daniell, K. A., Coombes, P. J. and White, I. : Politics of 
innovation in multi-level water governance systems, J. Hy-
drol., Vol. 519, pp. 2415–2435, 2014. 

11) Stephenson, P. : Twenty years of multi-level governance: 
‘Where Does It Come From? What Is It? Where Is It Going?’, 
J. Eur. Public Policy, Vol. 20, No. 6, pp. 817–837, 2013. 

12) Wackernage, M. and Rees, W. E. : Perceptual and structural 
barriers to investing in natural capital: Economics from an 
ecological footprint perspective, Ecol. Econ., Vol. 20, No. 1, 
pp. 3–24, 1997. 

13) Betsill, M. M. and Bulkeley, H. : Cities and the Multilevel 
Governance of Global Climate Change, Glob. Gov., Vol. 12, 
pp. 141–159, 2006. 

14) Gupta, J., Pahl-Wostl, C. and Zondervan, R. : ‘Glocal’ water 
governance: A multi-level challenge in the anthropocene, Curr. 
Opin. Environ. Sustain., Vol. 5, No. 6, pp. 573–580, 2013. 

15) Hughes, T. P., Bellwood, D. R., Folke, C., Steneck, R. S. and 
Wilson, J. : New paradigms for supporting the resilience of 
marine ecosystems, Trends Ecol. Evol., Vol. 20, No. 7, pp. 
380–386, 2005. 

16) van Stigt, R., Driessen, P. P. J. and Spit, T. J. M. : Steering 
urban environmental quality in a multi-level governance con-
text. How can devolution be the solution to pollution?, Land 
use policy, Vol. 50, pp. 268–276, 2016. 

17) Turner, R. K. and Daily, G. C. : The ecosystem services 
framework and natural capital conservation, Environ. Resour. 
Econ., Vol. 39, No. 1, pp. 25–35, 2008. 

18) Duraiappah, A. K., Asah, S. T., Brondizio, E. S., Kosoy, N., 
O'Farrell, P. J.,Prieur-Richard, A. H., Subramanian, S. M. and 
Takeuchi, K. : Managing the mismatches to provide ecosys-
tem services for human well-being: A conceptual framework 
for understanding the new commons, Curr. Opin. Environ. 
Sustain., Vol. 7, pp. 94–100, 2014. 

19) Fisher, B., Turner, R. K. and Morling, P. : Defining and 
classifying ecosystem services for decision making, Ecol. 
Econ., Vol. 68, No. 3, pp. 643–653, 2009. 

20) Basurto, X. : Linking Multi-Level Governance to Local 
Common-Pool Resource Theory Using Fuzzy-Set Qualitative 
Comparative Analysis: Insights from Twenty Years of Bio-

diversity Conservation in Costa Rica, Glob. Environ. Chang., 
Vol. 23, No. 3, pp. 573–587, 2013. 

21) Velten, S. Schaal, T., Leventon, J., Hanspach, J., Fischer, J. 
and Newig, J. : Rethinking biodiversity governance in Euro-
pean agricultural landscapes: Acceptability of alternative 
governance scenarios, Land use policy, Vol. 77, pp. 84–93, 
2018. 

22) Brondizio, E. S., Ostrom, E. and Young, O. R. : Connectivity 
and the Governance of Multilevel Social-Ecological Systems: 
The Role of Social Capital, Annu. Rev. Environ. Resour., Vol. 
34, No. 1, pp. 253–278, 2009. 

23) Shinn, J. E. : Adaptive environmental governance of changing 
social-ecological systems: Empirical insights from the Oka-
vango Delta, Botswana, Glob. Environ. Chang., Vol. 40, pp. 
50–59, 2016. 

24) McCarthy, J., Bonnin, C. and Meredith, D. : Disciplining the 
State: The role of alliances in contesting multi-level 
agri-environmental governance, Land use policy, Vol. 76, pp. 
317–328, 2018. 

25) Sovacool, B. K. and Brown, M. A. : Scaling the policy re-
sponse to climate change, Policy Soc., Vol. 27, No. 4, pp. 
317–328, 2009. 

26) Elbakidze, M., Angelstam, P. K., Sandstrom, C. and Axelsson, 
R. : Multi-stakeholder collaboration in Russian and Swedish 
model forest initiatives: Adaptive governance toward sus-
tainable forest management?, Ecol. Soc., Vol. 15, No. 2, 2010. 

27) Gerhardinger, L. C., Gorris, P., Gonçalves, L. R., Herbst, D. 
F., Vila-Nova, D. A., De Carvalho, F. G., Glaser, M., 
Zondervan, R., and Glavovic, B. C. : Healing Brazil’s Blue 
Amazon: The Role of Knowledge Networks in Nurturing 
Cross-Scale Transformations at the Frontlines of Ocean 
Sustainability, Front. Mar. Sci., Vol. 4, 2018. 

 
(Received August 24, 2018) 

 

下水汚泥焼却炉の排熱で乾燥した剪定枝廃材と
下水汚泥の混焼による補助燃料削減効果の算定
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下水汚泥焼却炉における排熱を活用した剪定枝廃材の補助燃料利用システムの実用性の検討に資するた
め，50t/ dの下水汚泥焼却炉を想定し，2種類の外気条件を設定して，白煙防止空気の利用可能量と，それに
よる乾燥可能な剪定枝量を算出し，それらを下水汚泥と混焼することによる化石燃料削減量を算定した．
外気条件が気温 5℃，湿度 50%の時，乾燥可能な剪定枝の供給速度は 399kg-dry/ hであり，化石燃料削減効
果は 6930 MJ/ hと算定された．外気条件が，気温 0℃，湿度 100%の時，乾燥可能な材料の供給速度は 293

kg-dry/ hであり，化石燃料削減効果は 5090 MJ/ hと算定された．

Key Words: Sewage sludge incinerator, Fossil fuel, Wood chip, Forced drying, Climate change

1. はじめに

都市域における道路，河川，公園などの公物管理
のため膨大な樹木の管理が行われている．道路の管
理では，植樹帯及び中央分離帯の植栽の繁茂により
建築限界内に障害が発生することを防止するととも
に，通行車両からの視認性の確保や沿道環境の向上
等のため，剪定が行われている1）．河川の管理では，
洪水流下阻害による流下能力の低下，樹木群と堤防
間の流速を増加させることによる堤防の損傷，ある
いは洪水による樹木の流木化等を防ぐため，伐開が
行われている2）．全国における道路，河川，公園の管
理における剪定枝及び伐開された樹木の廃材の発生
量は，乾燥重量で年間 57万トンと推計されている3）．
また，地域によっては家庭から発生する剪定枝も公
物管理に由来する剪定枝に匹敵する量が発生してい
ると推計されている3）．
これら道路，河川，公園の管理に由来する剪定枝

や伐開された樹木の廃材，家庭から発生した剪定枝
（以下，「剪定枝廃材」と呼ぶ）の燃焼時に放出される
二酸化炭素は，植物が成長する過程で光合成により
大気中から吸収されたものであり，大気中の二酸化
炭素を増加させない「カーボンニュートラル」と呼
ばれる特性を有するバイオマスである4）．これらを
化石燃料に代替して利用することは，枯渇が危惧さ
れる化石燃料の使用量を抑え，温室効果ガスの排出

を削減できる．現状，これらの一部は，チップ化や
堆肥化されているが，焼却処分も多い．例えば千葉
県では，剪定枝廃材の 76%がエネルギー利用の無い
焼却処分であると推計されている5）．
一般的に，バイオマスは「広く薄く」存在している

ため，その活用に当たっては経済性の向上が重要で
あり，そのためには効率的な収集システムの確立等
が重要とされている4）．しかし，剪定枝廃材は，収集
システムが確立しており，利用しやすいバイオマス
であると考えられる．また，剪定枝廃材が有効利用
されにくい背景には，近くに有効利用施設がなかっ
たり，地方公共団体間の越境が必要であったりする
ことが考えられ，有効利用の選択肢を増やすことが
有効利用の促進に繋がると考えられる．
剪定枝廃材の有望な有効利用先として，都市域に

多く存在する下水汚泥焼却炉における補助燃料とし
ての利用が考えられる．下水汚泥焼却炉は，下水を
処理することで生じた下水汚泥の減量化，安定化の
ため，下水汚泥を焼却する炉である6）．補助燃料と
は，含水率が高く燃焼が困難な下水汚泥の燃焼を補
助するものであり，化石燃料が多く使われている．
下水汚泥焼却炉が，有望であると考えられる理由は，
化石燃料の消費施設であることに加えて，幾つかあ
る．剪定枝廃材の発生源は都市域であり，地理的に
近傍である可能性が高いこと，剪定枝廃材がほぼ通
年で発生するのに対し，下水汚泥焼却炉は，点検期

第 46 回環境システム研究論文発表会講演集 2018年 10月 

- 123 -- 122 - - 123 -



間を除き，ほぼ通年で稼働すること，焼却しなけれ
ばならない下水汚泥量は膨大で，補助燃料を多量に
要すること，などである．
木質チップを下水汚泥焼却炉において補助燃料と

して利用することについて，技術的には，土木研究
所は，共同研究により，平成 17-20年に，混合装置，
圧送ポンプ等を用いた実証試験において，汚泥と木
質チップ等を予め混合してから，下水汚泥焼却炉へ
投入して焼却でき，化石燃料消費量を低減できるこ
とを実証した7）, 8）．また，木質を下水汚泥と混焼さ
せると，熱分解後のチャーが砂層内に残存し安定し
て燃焼するため，汚泥専焼で生じる砂層内温度の急
激な低下を防止する長所がある9）．しかしながら，
木質チップを下水汚泥焼却炉で利用する事例は少な
く，東京都10）において導入された程度である．
土木研究所の過去の調査11）によると剪定枝の含水

率は，平均で 50%程度であり，補助燃料として活用
する際は，乾燥して利用するのが望ましいと考えら
れる．一方で，処理能力 50 t/ dの下水汚泥焼却炉か
ら，中・低温排熱は年間約 3PJ程度発生しているが，
排熱温度が低く用途が限られること等から大半が利
用されずにいる12）．この中で，白煙防止空気の余剰
分は，剪定枝廃材の乾燥熱源として利用可能である
と考えられる．白煙防止空気とは，500-550℃の下水
汚泥焼却炉の排ガスを 250-350℃まで冷却させるた
めに熱交換された熱風で，煙突内にて排ガスと混合
させることにより白煙防止に利用される6）．白煙防
止空気の温度は 350℃12）程度であり，白煙の防止に
必要な熱量以上の熱を大気中へ放出しており，一部
が利用可能とされている13）, 14）．
本稿では，下水汚泥焼却炉における排熱を活用し

た剪定枝廃材の補助燃料利用システムについて，実
用性の検討に資するため，まず，現状の下水汚泥焼
却炉における白煙防止空気の利用可能量を算出し，
それで乾燥可能な剪定枝廃材の量を算出した．そし
て，その剪定枝廃材を補助燃料として利用した時の
化石燃料削減量を算定した．下水汚泥焼却炉は，処

理能力 50t/ d規模を想定した．なお，本稿における
含水率は，特に記述の無い場合は，材料の湿潤重量
に占める水分重量の割合（湿量基準）で表した．
本稿における剪定枝廃材の補助燃料利用システム

のフローは，図-1に示したとおり，ヤードに収集さ
れた剪定枝廃材を，バックホーで破砕機に投入して
チップ化し，下水汚泥焼却炉の近傍で白煙防止空気
を用いた乾燥機で乾燥させ，貯留槽において短時間
貯留後，混錬機を用いて下水汚泥と混錬し，下水汚
泥焼却炉へ投入することを想定した．なお，白煙防
止空気は貯留せずに，乾燥機の稼働時のみ，発生し
ている白煙防止空気の一部を使用することとした．

2. 方法

（1）白煙防止空気の利用可能量の算出
生じた白煙防止空気のうち，白煙の防止に必要な

量を引いた余剰分は，他の目的に利用可能であり，
これを白煙防止空気の利用可能量として算出した．
白煙は，排気ガス中の水蒸気が凝縮したものであり，
白煙防止空気と排ガスが混合されて煙突から排出さ
れ，外気温度まで温度が低下する過程で，絶対湿度
が飽和水蒸気量よりも低ければ白煙は生じない．こ
のことから，飽和水蒸気曲線を描いたグラフを用い
て，白煙の発生の有無を判定することができ
る15）,16）．白煙を防止する条件として想定する外気
温度及び湿度は，白煙を防止する条件として，外気
温度 5℃，湿度 50％程度が一般的である17）とされて
いることから，「外気温度 5℃，湿度 50%」（以下，「外
気条件 A」と呼ぶ）と，冬季のより厳しい条件を想定
した「外気温度 0℃，湿度 100%」（以下，「外気条件
B」と呼ぶ）の 2種類の外気条件を設定して，白煙防
止空気の利用可能量を試算した．
排ガスと製造された白煙防止空気 a%を混合した
時の計算条件を図-2に示した．白煙防止空気は，下
水汚泥焼却炉の排ガスを冷却させるため，白煙防止
熱交換器を通じて 1. 8GJ/ h

12）が外気と熱交換されて
350℃まで昇温し，製造されるものとした．絶対湿度
は外気と等しく，外気条件 A，Bにおいて，それぞ
れ，2. 7，3. 8 g/ kg-DG（乾きガス重量）とした．この
白煙防止空気の比エンタルピーは 358 kJ/ kg-DGで
あることから，白煙防止空気の製造量は 5030

kg-DG/ hと設定した．排煙処理後の排ガス量は，文
献18）の計算方法に従って 4280 kg-DG/ hと設定した．
ここで，焼却炉の空気比は，流動焼却炉で一般的な
1. 30

6）とし，排煙処理後の燃焼排ガスの温度は
40℃12）とし，下水汚泥の組成は文献19）の値を用いた．

図-1 剪定枝廃材の補助燃料利用システムにおける剪定
枝廃材のフロー
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間を除き，ほぼ通年で稼働すること，焼却しなけれ
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る15）,16）．白煙を防止する条件として想定する外気
温度及び湿度は，白煙を防止する条件として，外気
温度 5℃，湿度 50％程度が一般的である17）とされて
いることから，「外気温度 5℃，湿度 50%」（以下，「外
気条件 A」と呼ぶ）と，冬季のより厳しい条件を想定
した「外気温度 0℃，湿度 100%」（以下，「外気条件
B」と呼ぶ）の 2種類の外気条件を設定して，白煙防
止空気の利用可能量を試算した．
排ガスと製造された白煙防止空気 a%を混合した

時の計算条件を図-2に示した．白煙防止空気は，下
水汚泥焼却炉の排ガスを冷却させるため，白煙防止
熱交換器を通じて 1. 8GJ/ h

12）が外気と熱交換されて
350℃まで昇温し，製造されるものとした．絶対湿度
は外気と等しく，外気条件 A，Bにおいて，それぞ
れ，2. 7，3. 8 g/ kg-DG（乾きガス重量）とした．この
白煙防止空気の比エンタルピーは 358 kJ/ kg-DGで
あることから，白煙防止空気の製造量は 5030

kg-DG/ hと設定した．排煙処理後の排ガス量は，文
献18）の計算方法に従って 4280 kg-DG/ hと設定した．
ここで，焼却炉の空気比は，流動焼却炉で一般的な
1. 30

6）とし，排煙処理後の燃焼排ガスの温度は
40℃12）とし，下水汚泥の組成は文献19）の値を用いた．

図-1 剪定枝廃材の補助燃料利用システムにおける剪定
枝廃材のフロー

排ガスと白煙防止空気は，煙突内において標準気圧
下で混合されるものとし，それらの混合気体（以下，
「混合排煙」と呼ぶ）の温度T[ K]を，エネルギー保
存則を用いて式（1）から計算した．

CnT−T+CnT−T+
a

100 CnT−T+CnT−T=0 （1）

ここで，式中の下付きの a, b, c, dは，それぞれ，排ガ
ス中の乾きガス，排ガス中の水分，白煙防止空気中
の乾き空気，白煙防止空気中の水分を表す．C ：
定圧モル熱容量 [ J/（mol・K）]，n ：物質量
[ mol/ h]，T ：温度[ K]，a：白煙防止空気の利用
率[%]を表す．C及びCは，30 J/（mol・K），C及び
Cは，33 J/（mol・K）として計算した．なお，物質
量は，各成分の重量を分子量で除したものである．

（2）白煙防止空気で乾燥可能な剪定枝廃材量の算出
外気条件 A，Bにおいて，下水汚泥焼却炉におけ

る白煙防止空気を熱源とした際に，連続式熱風乾燥
機により乾燥可能な剪定枝廃材量を算出した．乾燥
機に供給される熱量は，製造された白煙防止空気の
熱量 1. 8GJ/ hに，前節で算出された利用可能な割合
を乗じて計算した．利用可能な白煙防止空気を外気
と混合して標準気圧，温度 100℃で利用することを
想定した．その熱風の絶対湿度は外気と同等とした
（表-1参照）．乾燥機は，バンドによる材料移送型の

対流伝熱乾燥機を用いることとし，文献20）から，熱
効率（＝乾燥に使用される熱量/乾燥機に供給される
熱量）は 0. 5 と設定した．剪定枝廃材の含水率は，
乾燥開始時 50%，乾燥終了時 20%と設定した．乾燥
に使用される熱量Q[ J/ h]と乾燥可能な材料の供給速
度F[ kg/ h]の関係は，湿球温度において全ての水分
が蒸発するものとして，概算で以下の式（2）20）で示
される．

Q=FC+WCT−T+W−W∆h+C+WCT−T （2）

ここで，C：材料の比熱容量（=1250[ J/（kg・K）] 21）），
W：乾燥開始時の平均含水率[ kg/ kg-dry] ，C：水
の比熱容量（=4200[ J/（kg・K）]），T：湿球温度[ K]，
T：乾燥開始時の材料温度[ K]（外気温と同じ），
W：乾燥終了時の平均含水率[ kg/ kg-dry]，∆h ：
湿球温度Tにおける蒸発潜熱[ J/ kg]，T：乾燥終
了時の材料温度[ K]（熱風温度と同じ）を示した．式
（2）中の含水率は，材料の乾燥重量に占める水分重
量の割合（乾量基準）である．湿球温度Tは，湿度
図表22）から求めた．湿球温度Tにおける蒸発潜熱
∆hは，文献20）の式（3）から求めた．

∆h=2500−2.44T−273 （3）

（3）剪定枝廃材の混焼による化石燃料削減量の算定
外気条件 A，Bにおいて，白煙防止空気で乾燥可

能な剪定枝廃材を利用した際の，下水汚泥焼却炉に
おける化石燃料削減量を算定した．化石燃料削減量
は，その低位発熱量が，投入した剪定枝廃材の低位
発熱量と等しいものとして計算した．剪定枝廃材の
高位発熱量，水素含量は，土木研究所の調査11）にお
ける剪定枝の平均から，19. 2 MJ/ kg-dry，0. 059

kg-H/ kg-dry と し た．低 位 発 熱 量 LHV

[MJ/ kg-wet]は，文献23）から以下の式（4），（5）で計
算した．

LHV=HHV−2.449H 1−M+M （4）

HHV=HHV1−M （5）

ここで，HHV：高位発熱量[MJ/ kg-wet]，H：水素
含量[ kg-H/ kg-dry]，M：含水率，HHV：高位発
熱量[MJ/ kg-dry]である．

図-2 排ガスと白煙防止空気の混合条件

表-1 外気条件別の乾燥用熱風の設定温度と絶対湿度
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3. 結果と考察

（1） 白煙防止空気の利用可能量の算出
混合排煙が，外気条件まで温度及び絶対湿度が低

下しても，白煙を防止可能な条件（以下，「白煙防止
限界点」と呼ぶ）を算出するため，外気条件 A，Bに
おける，飽和水蒸気曲線，白煙防止境界，混合排煙
（a=0-100%）の温度及び絶対湿度を図-3，図-4に示
した．白煙防止境界とは，外気条件を表す点を通る
飽和水蒸気曲線の接線（図中の破線）で表される．
白煙防止限界点は，その白煙防止境界と，混合排煙
（a=0-100%）の直線（図中の点線）の交点から求めら
れる．外気条件 Aの時，白煙が防止されるのは，混
合排煙が温度 59℃以上，絶対湿度 42g/ kg-DG以下
の時であった．この条件を満たすのは，式（1）から，
表-2の値を用いて，白煙防止空気の利用率 6%以上
の時であり，利用可能量は残りの 94%と試算された．
外気条件 Bの時，白煙が防止されるのは，混合排煙
の温度 116℃以上，絶対湿度 34g/ kg-DG以下の時で
あった．白煙防止空気の利用率は，30%以上の時で
あり，白煙防止空気の利用可能量は 70%であった．

（2）白煙防止空気で乾燥可能な剪定枝廃材量の算出
外気条件 A，Bにおいて，湿球温度は 32，33℃で，
蒸発潜熱は式（3）より共に 2420kJ/ kgであった．乾
燥に使用される熱量Qは，外気条件 A，Bにおいて，
それぞれ，0. 85（=1. 8× 0. 94× 0. 5）GJ/ h，0. 63（=1. 8
× 0. 7× 0. 5） GJ/ hであった．乾燥可能な材料の供
給速度（式（2）のF）は，表-3の値を用いて式（2）
から計算して，外気条件 A，Bにおいて，それぞれ，
399kg-dry/ h，293kg-dry/ hであり，乾燥機が週 5日，
1日につき 7時間稼働する場合，1週間あたり，それ
ぞれ，14. 0 t-dry，10. 3 t-dryであった．地方公共団体
における剪定枝廃材の発生量は，冬季は秋季の半分
程度となる事例もあるが24），年間を通じて同量の剪
定枝廃材を搬入するものと見なした．剪定枝廃材の
年間発生量を地方公共団体の面積で除して，一般に
60kg-wet/（d・km

2）程度25）であり，剪定枝廃材の含
水率を 50%とし，1週間あたりでは，210（=60× 0. 5

× 7） kg-dry/ km2である．このことから，本節の剪
定枝廃材の乾燥可能量は，外気条件 A，Bにおいて，
それぞれ， 66. 5（=14. 0/ 210 × 1000） km

2，48. 8

（=10. 3/ 210× 1000） km
2の地域から 1週間に発生す

る剪定枝廃材の量に相当した．

図-3 飽和水蒸気曲線（実線）と外気条件 Aにおける白
煙防止境界（破線）と混合排煙（点線）から求めた
白煙防止限界点

図-4 飽和水蒸気曲線（実線）と外気条件 Bにおける白
煙防止境界（破線）と混合排煙（点線）から求めた
白煙防止限界点

表-2 式（1）において余剰空気利用率を求めた際の各成
分の物質量及び温度
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3. 結果と考察
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外気条件 A，Bにおいて，湿球温度は 32，33℃で，
蒸発潜熱は式（3）より共に 2420kJ/ kgであった．乾
燥に使用される熱量Qは，外気条件 A，Bにおいて，
それぞれ，0. 85（=1. 8× 0. 94× 0. 5）GJ/ h，0. 63（=1. 8
× 0. 7× 0. 5） GJ/ hであった．乾燥可能な材料の供
給速度（式（2）のF）は，表-3の値を用いて式（2）
から計算して，外気条件 A，Bにおいて，それぞれ，
399kg-dry/ h，293kg-dry/ hであり，乾燥機が週 5日，
1日につき 7時間稼働する場合，1週間あたり，それ
ぞれ，14. 0 t-dry，10. 3 t-dryであった．地方公共団体
における剪定枝廃材の発生量は，冬季は秋季の半分
程度となる事例もあるが24），年間を通じて同量の剪
定枝廃材を搬入するものと見なした．剪定枝廃材の
年間発生量を地方公共団体の面積で除して，一般に
60kg-wet/（d・km

2）程度25）であり，剪定枝廃材の含
水率を 50%とし，1週間あたりでは，210（=60× 0. 5

× 7） kg-dry/ km2である．このことから，本節の剪
定枝廃材の乾燥可能量は，外気条件 A，Bにおいて，
それぞれ， 66. 5（=14. 0/ 210 × 1000） km

2，48. 8

（=10. 3/ 210× 1000） km
2の地域から 1週間に発生す

る剪定枝廃材の量に相当した．

図-3 飽和水蒸気曲線（実線）と外気条件 Aにおける白
煙防止境界（破線）と混合排煙（点線）から求めた
白煙防止限界点

図-4 飽和水蒸気曲線（実線）と外気条件 Bにおける白
煙防止境界（破線）と混合排煙（点線）から求めた
白煙防止限界点

表-2 式（1）において余剰空気利用率を求めた際の各成
分の物質量及び温度

（3）剪定枝廃材の混焼による化石燃料削減量の算定
計算の結果，含水率 20%の乾燥された剪定枝廃材
の低位発熱量は，13. 9 MJ/ kg-wetであった．乾燥さ
れた剪定枝廃材を，前節で計算されたとおり，399

kg-dry/ h，又は，293kg-dry/ hで供給する時，化石燃
料の削減効果は，それぞれ，6930（=399/ 0. 8× 13. 9）
MJ/ h，5090（=293/ 0. 8× 13. 9）MJ/ hであった．な
お，剪定枝廃材に含まれる灰が，熱を系外へ持ち出
すこととなるが，剪定枝の灰分は平均で約 5%

11）で
あり，持ち出し熱量は，灰分の比熱 0. 84 kJ/（kg・℃），
温度 850 ℃と仮定する時，剪定枝廃材の発熱量の
0. 2%（=0. 05× 850× 0. 84/ 13. 9× 0. 8/ 1000）であ
り，算定結果への影響が少ないことからカットオフ
した．
乾燥機が週 5日，1日につき 7時間稼働する場合，

外気条件 A，Bにおける，化石燃料削減量は，それぞ
れ， 1週間あたり 243 GJ，178 GJとなった．これは
A 重油（低位発熱量 37. 1MJ/ L

26））にして，6550L，
4800Lに相当した．従来型の下水汚泥焼却炉におい
て直接脱水汚泥を焼却する時の補助燃料消費量の平
均は，593MJ/ t

25）であり，処理能力 50t/ dの下水汚泥
焼却炉において，1週間あたり 208 GJ消費される．
剪定枝廃材を活用することにより削減可能な化石燃
料は，外気条件 A，Bにおいて，従来消費されていた
補助燃料の，それぞれ，117%，86%に相当した．な
お，今回の検討では化石燃料代替効率（＝削減され
た化石燃料の低位発熱量/投入した剪定枝廃材の低
位発熱量）を考慮しなかったが，実際の利用におい
ては，考慮が必要な可能性が考えられ，留意が必要
である．
本稿で想定した剪定枝廃材の補助燃料利用システ

ムにおいて追加的に生じる化石燃料消費の中で，大
きなものは，破砕工程のバックホーと破砕機である．
文献27）によると，バックホーと破砕機で，軽油が
0. 033 L/ kg-dry 消費される．軽油の低位発熱量は
35. 8 MJ/ L

26）であるので，外気条件 A, Bにおいて乾
燥可能な剪定枝廃材を，チップ化するのに，週 5日，
1日につき 7時間稼働する場合，それぞれ，1週間あ

たり 16. 3GJ，11. 9GJ要する．これらを加味しても，
剪定枝廃材の補助燃料利用システムは，十分な化石
燃料削減効果が期待された．

4. 結論

本稿では，下水汚泥焼却炉における排熱を活用し
た剪定枝廃材の補助燃料利用システムの実用性の検
討に資するため，2種類の外気条件を設定して，白煙
防止空気の利用可能量と，乾燥可能な剪定枝廃材の
量を算出し，それらを下水汚泥と混焼することによ
る化石燃料削減量を算定した．得られた結論は，以
下の通りである．

1）外気条件 A（気温 5℃，相対湿度 50%）の時，白
煙防止空気の 6%を排ガスと混合すれば白煙が
防止され，利用可能量は残りの 94%と試算され
た．外気条件 B（気温 0℃，相対湿度 100%）の
時，白煙防止空気の利用可能量は 70%であった．

2）外気条件 A，Bにおいて，処理能力 50t/ dの下
水汚泥焼却炉の白煙防止空気の利用可能量で乾
燥可能な材料の供給速度は，乾燥重量で，それ
ぞれ，399kg/ h，293kg/ hと算定された．下水汚
泥と混焼することによる化石燃料の削減効果
は，それぞれ，6930 MJ/ h，5090 MJ/ hと算定さ
れた．

3）処理能力 50t/ dの下水汚泥焼却炉において，乾
燥機が週 5日，1日につき 7時間稼働する場合，
剪定枝廃材を活用することにより削減可能な補
助燃料は，外気条件 A，Bにおいて，それぞれ，
従来消費されていた補助燃料の，117%，86%に
相当した．
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ESTIMATION OF REDUCTION IN FOSSIL FUEL USAGE

BYCO-INCINERATIONOFSEWAGESLUDGEANDDRIEDPRUNEDBRANCHES

USING EXHAUST HEAT FROM A SLUDGE INCINERATOR

Kensuke SAKURAI, Hiroyuki SHIGEMURA

Most of the sewage sludge in Japan is incinerated to reduce the disposal volume, and it consumes a large

amount of fossil fuels because of its highmoisture content. On the other hand, pruned branches obtained from

tree maintenance in public spaces, such as parks and the sides of roads and rivers, are poorly utilized. To

evaluate the practicability of a new system comprising a wood chip dryer, using exhaust heat from a sludge

incinerator, and a co-incinerator of sewage sludge and dried wood chip, specifically pruned branches, the

fossil fuel reduction achieved by using this system was estimated by the following procedure. Firstly, the

available rate of exhaust heat from the sludge incinerator was estimated. Secondly, the drying capacity of the

dryer, using the available exhaust heat from the sludge incinerator (capacity, 50 t/ d), was calculated. Finally,

the reduction in fossil fuel use achieved by supplying wood chip from dried pruned branches to the sewage

incinerator was estimated. As a result of these estimations, in the case of an ambient temperature of 5℃ and a

relative humidity of 50%, the drying capacity was 399 kg-dry/ h and the reduction in fossil fuel usage was

6930MJ/ h. In the case of an ambient temperature of 0℃ and a relative humidity of 100%, the drying capacity

was 293 kg-dry/ h and the reduction in fossil fuel usage was 5090 MJ/ h.

- 128 - - 129 -- 129 -


